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第1 紛争解決の審議経過及び結果について  

東京都消費者被害救済委員会は、昭和班年3月27日付55生消安救第26号なも   

って知事から付託暮れた本件紛争を速ゃかに解決するため、直ちに学識経験者   

要具3名、消費者委員1名、事業者委員1名をもって構成するあっせん部会を   

設け、あっせんによる解決を図った。  

あっせん部会は、昭和56年4月15Elの第1回部会以降6回の部会を開催し、   

この間、紛争当事者から事情聴取をするとともに、各々の当事者から任意に操   

出された各種契約書等に基づき、紛争内容について慎重に零議した。  

そして、同年9月26日開催の第7回あっせ～部会において紛争当事者に対し、   

部会の見解及びあっせん案を提示し、これによカ本件紛争を解決するよう求め   

たところ、紛争当事者はこれ匠同意し、あっせんが成立した。  

当委員会は、同年10月15日、あっせん部会から本件の処理経過及び締異につ   

いて報告を受け、これを了承した。  
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第2 個晶割賦購入あっせん契約（′ト学生用学習教材）における紛争について  

Ⅰ当事者の表示  

申立人  

相手方  

相手方  

A   

B社（販売会社）■  

0社（信販会社）  

温 紛争の概要  

（1）申：立入の主張   

① 昭和53年3一月19日、相手方B社のセールスマンDが申立人の自宅を訪  

醸し、′ト学生用学習教材く以下「教材」という。）の購入をすすめた。  

その際、当該セールスマンは、教材を購入すれば当社は、子供が自発  

的に勉強するよう匠仕向けるのが仕事であるから、親が子供に対し「勉  

強し夜宮h等」とはいわないで欲しい旨、説明するとともに、子供が勉  

強し夜ければ当社から、申立人の子供匠電話で勉強するようにすすめる  

し、それでも勉強しないよう浸らば申立人の自宅に当社よ少指導員を派  

遣し個別指導を行う旨説明した。申立人の妻は、そのよ・うなシステムで  
■・  
あるならばよかろうと思い、当該セールスマンに教材購入申込金3，000  

円を支払い購入契約をした。   

◎ 前記申込金を支払った翌日（3月20日）前記セールスアンが申立人宅  

を再訪し、相手方C杜宛の「クレジットお申込みの内容」なる書面を持  

参し、教材購入代金の分割払による金額、支払期日、方法を説明し申立  

人の垂に前記書面への署名押印を求めたので、申立人の妻は申立人名を  

記入し、押印した。  

しかし、申立人の妻は、前記春画の裏面に記載してある各約定につい  

ては一切説明されていないし、又、同人も購入代金の単なる分割払の意  

識しかなかった。   

① 購入契約申込後、約1ケ月経過してから、教材が相手方B社から申立  

人へ送付され、これとあい前後して相手方0社から申立人に教材を購入  
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したか香かの確認の電話があわ、購入した旨を伝えた。   

包）申立人は、教材分割購入代金170，240円のうち、59，740円を7回   

にわたカ分割自動振替方式で相手方0故に支払った。   

Q）申立人揉、三ケ月の教材取扱い研修期間の経過後、相手方B杜が教材   

購入の際、約束した申立人宅へ指導員を派遣し個別指導をするとの約束  

を履行し浸いので、相手方B社に対し再三にわた・わ電話でその履行を要  

求した。  

しかし、相手方B杜ほ、そのような制度はない等の理由で全く約束を   

履行し潅いので、しかたなく申立人は、相手方0姓・に対す一る教材購入代  

金の残額ユ10．500円の支払を停止した。その後、相手方0社から残金   

支払の催告を暮れた際にも申立人ほ、相手方0杜の社員に電話で支払停  

止の事情を説明したが、相手方B社が個別指導をしないということと相  

手方0杜とは関係をいから残代金を支払って欲しいというのみであった。   

⑥ 申立人は、相手方0社宛の「クレジットお申込み・の内容」売る書面の   

法律的意味並びに相手方鱒社と相手方0社との関連性の説明も受けてい  

なレ㍉  

申立人は、本件について単に教材購入代金の分割払の意親しか肴せ  

ず、従bて、相手方0社托対しても教材購入契約上の債務不履行を理由  

匠対抗しうるものと考えている。   

（2）相手方B社の主張   

① 当社の当時のセールスマンが申立人宅を訪問し、教材購入を勧誘し、  

申立人主張の日時頃申込金3，000円を申立人から受領し素数材の販売契   

約が成立したことは認める。但し教材の販売疫関し各家庭に指導員を派  

遣して個別指導をするようなことは実施していないし、又、そのようを  

ことを口実に教材の版売をすることは認めていない。従って、セールス  

マンがそのようなこと牽云う筈がなレ㍉   

① 申立人の教材購入申込の翌日、当社のセールスマンが相手方0社宛の   

「クレジッ仁料申込みの内容」浸る香面を申立人宅に持参し、その書面  

に分割払のために必賓とする事項を記入したうえ、申立入名義を申立人  
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の章に署名、押印して賽ったことほ認める。  

なお、その春画の法律的意味叉ほ相手方0社と当社との関係等をセー  

ルスマンが申立人の妻に説明したか否かは当該セールスマンが退験して   

レ、るため確認していない。しかし、申立人の章が自ら署名押印しており、   

相当期間内に何らの聞合せもないところからすれば、その香南の中忙記   

載されている各規定をよく読み理解していた筈である。   

① 当社は、申立人に対し教材販売契約に基づき、当該教材を送倒した。  

相手方0社が申立人に電話したことは認めるが、その電話の具体的内  

容は知ら食い。   

④ 教材の販売代金152，000円を申立人が分離して支払う場合にその総  

額が170，240円となることは認めるが、そのうち申立人が相手方0社  

に既にいくら支払ったかは知らなレ㍉   

⑨ 前述の如く、当社が教材購入者の家庭に指導員を派遣して個別指導す  

ることはしていない。  

申立人が相苧方0社の残代金の支払を停止した事乗は知らない。   

⑥ 当社と相手方0社との関係は当社が申立人に対して有する教材代金債  

権の譲渡に伴う譲渡人と譲受人の関係である。  

なお、教材の所有権は、申立人が購入代金を完済するせで相手方0社  

にある。   

（a）相手方0社の主張   

① 相手方B社のセールスマンが各家庭を訪問し、教材を販売している・こ  

とは認めるが、その具体的販売状況については知らなレ㍉   

① 相手方B社が教材を販売するに際し、その購入考が購入代金の分割払  

を希望する場合控は、当社の立て替え払方式を利用できるように相手方  

＄社のセールスマンが教材と共に当社宛の「クレージットお申込みの内  

容」なる香南を持参している、本件の場合申立人が教材の購入に際し、  

上記香南の必要個所に記入並び陀署名押印してお力、その捷えを1部申  

立人も所持しているから、申立人はその事薗の記載内容を十分理解して  

いる筈である。  
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なお、相手方B社のセールスマイが申立人托対し、‘本件審面について   

どのように説明したかは知らなレ㍉  

◎ 当社が申立人の借用調査をすると共に、前記香南に記載されている内   

容について申立人に電話で確認し、特搾申立人と相手方B社と当社の三   

者関係をよく説明し、申立人もこれを理解した。  

① 申立人は、当社が立春払いした教材購入代金152，000円とその手数   

料18，240円の合計額170，240円のうち、既匠59，740円を当社に支   

払済みであることは認める。  

① 前記教材購入代金の残額110，500円の支払が、いせだ当社にをされ   

ていないことは認めるが、相手方B社が教材販売把際していかをる債務   

を負担したふ、又それら債務の履行状況については知ら充レ㌔仮カに、   

それらの債務につき不履行の状況にあっても、立替金払に伴う分割金の   

支払債務の履行は別個独立托な蔓れるべきであゎ、このことについては、   

申立人の当社宛「クレジットお申込みの内容」怒る番面に明確に記載さ   

れている。  

① 相手方B社と当社との間には基本契約が存在してお力、その概要は、   

研 商品購入希望者のうち、信用調査を経て当社の承認する者に当社の  

定めた契約書を使用して商品の販売を行う。   

H）当社は、相手方B社の販売し．た販売代金を買主Ⅵ代って立替払をす  

る。 

例 相手方B社は、当社に対し現金販売価格に対する一定副食の手数料  

を支払う。 

国 当社は、買主の支払遅延、支払不能等の事由をもって相手方B社に  

対する支払を免れえないし、相手方B社が販売した商品に関するクレ  

ームについては、相手方B杜において処理し当社に迷惑をかけ凌いも  

のであゎ、申立人と当社との契約は、申立人が相手方B社搾負捜する  

教材購入代金の立替払の委託契約である。  

なお、立替払に伴う手数料（アドオン方式年7．2痴の金利）を立替  

金と共に申立人が当社に支払う旨、の契約が成立している。従って、  
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当社は申立人忙対し、これら立替金等の残額110，500円を支払うよ  

う要求する。  

① 当社は、申立人托対し上記立替金等の残額の支払を求めて、昭和00年   

○月00日00簡易裁判所へ訴えを提起し、当該訴訟は、現在上記戟判所   

に係属している〔昭和00年H第00号〕。  

Ⅱ あっせん部会の零議状況  

当あっせん部会は、昭和56年3月27日本委員会よわ付託壊れた前記当事者   

間の表記紛争案件について4月15日、声月15日、6月1写日、7月17日、同月   

25日及び9月11日の6回にわたってあっせん部会を開催し、その間、申立人   

の妻臥 相手方B杜のF、0、相手方0社のH、Ⅰ、J及び顧問弁護士のK   

の各氏から事情聴取すると共に、各々の当事者から任意に提出された各種契   

約琶等に姦づき慎重に黎譲検討した。  

その結果、各当事者の主張は孤に要約したよう恵ものであることが明らか   

匿なったが、申立人と相手方両名の主張の間には重要な点搾ついて隔たカが   

見られ、且つ、相手方0社においては、すでに裁判所に対して支払請求の訴   

訟を瑳奄している車乗もあるので円満な解決は必ずしも容易で凌いと考えら   

れた。  

しかるところ、各当事者、特に相手方B社は事情聴取の過程において、当   

部会から説明した問題点、あるいほそれぞれの相手の立場、春情に対してよ   

く理解を示し、熟慮の結果、あづせんによる解決に同意するとの態度を示す   

に至った。  

そこで、当部金は、各当事者の希望を考慮しつつ次に示すあっせん案を作   

成し、各当事者に提示したところ、全員の同意が得られたので、ここにあっ   

せんが成立した。当部会としては、各当事者の良識ある協力を評価し、紛争   

が円満に解決したことを喜びとするところである。  

Ⅳ あっせんの内容  

（1）申立人及び相手方両名は、本あっせん成立によカ、本件に関する販売契  

ー6榊   68  



約並びに信用供与契約（クレジット契約）を各々合意解約する。  

（2）相手方両名は、連帯して申立人陀対し、本あっせん成立後遅滞をく金   

50，000円を支払う。  

（8）申立人は、相手方B社に対し、前項（2）の金具の受領と引き替えに申立人   

が保管している′j、学生用学習教材一式を現状のまま引渡す。  

（4）相手方0社は、申立人に対してなした00簡易裁判所昭和00年H儲0   

0号立替金請求事件な本あっせん成立後遅滞夜く取下げるものとし、申立   

人は、上記訴えの取下げに同意する。  

（5）相手方B社及び相手方0杜は、相互に本あっせ～成立後遅滞なく本件に   

関する清算を行う。  

（6）申立人及び相手方両名は、相互にその余の請求権を放棄し、申立人と相   

手方両名の間陀は、本あっせんの各条項以外には何らの債権債務が存在し   

ないことを確認する。  

Ⅴ あっせん成立に当っての部会のコメント  

本件紛争については、上記のように各当事者の互譲によ少円満な解決を見   

ることができたが、本件に類似した紛争は他にも多発して封カ、同様の問題   

か将来において生じないようにするためにも、あっせんに際して当部会とし   

て感じた次の諸点を附言しておくことほ無駄ではないであろうと考えるヵ  

（1）本件紛争の発端が学習教材の訪問販売に際してのセ…ルスマンの言動に  

あったことは明らかである。  

そこ七、学習用教材の商品としての特色を考察しておく必要がある。そ  

もそも、子供を持つ親としては、可能な限わ子供が勉学匠励み、自ら有す  

る才能を伸してやろうと常推考えている。そこで、第一に、この親の心理  

、がときにはうせく利用され、その学習用教材を購入し使用すれば子供托対  

する教育上の欲求を満足させうるものと安易に思い込せ蔓れるということ  

が生じやすい。第二に、この子供を持つ親の心境と訪問販売におけるセー  

ルスマンの説得方法とが相乗作用な来し、商品の有する特性の強調－その  

特性が本当にその子供托マッチして、効果を上げうるかどうか－よカは、  
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商品を購入した場合の付随的特典、若しくは7フグーーサービスが強訴暮れ  

（ときとして、それがいわゆるオーバートークとなる。）、これらが商品群   

入の動機づけとなる場合が少なくなレ㌔ そして、更にはそれらが、単なる   

動機づけにとどまらず商品版売契約の一部になっているとみざるを碍ない   

場合が多いと考えられる。  

以上のことから、せずi購入者たる消費者匠対しては、セールスマンの   

述べた事柄が商品版売契紛の内容夜のかどうかを慎重に吟味する態度を要   

望したい。もし内容と食ゎうるものであればそれを契約車面の申に明記暮   

せるというようを注意も望せれるし、アフタ－サービスの不履行が商品購   

入後の代金の支払にどのように影響するかというよう夜点についても自ら   

十分に確認すべきであろう。  

他方、訪問販売会社においても、セールスマンの言動については十分に   

責任をとるとともに、消費者をして商品の特性が需要－この場合は子供の   

教育一に十分適合しているかを判断させる努力を尽すべきであることが指   

摘できよう。  

（幻 訪問販売契約と借用供与契約（いわゆるクレジット契約）の関係につい   

て  
㌢－   

① 最近ゐ訪問販売は、商品販売契約とクレジット契約とがセットになっ   

て結ばれるのが殆んど全部である、といってよいであろう。従って、訪   

問販売をめぐるトラブルにクレジット問題が絡んでくることも非常に多   

くなっている。なかでも、消費者側を蝕ましている事態は、クレゾット   

会社が、販売上由カレームがあっても、これとは無関係だとの立場を強   

調して、立替金の返済な執拗に要求してくることである。   

① 訪問販売とクレジット契約のセット関係ほ、次のよう忙分析すること  

ができる。   

研 訪問販売会社は、事前に、特定のクレジット会社と基本的な契約を  

締結している。  

従って両会社碗には継続的な関係、しかも、実質的忙は資金供給の  

関係が存在すると考えられる。  
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川 商品版売契約者とクレジット申込書は一連の用紙で同時に作成でき   

るよう組み合わ暮れており、セールスマンが、訪問販売と同時にクレ   

ジットの申込みを勧誘する。  

桝 従って、消費者は、代金を一指現金で支払する以外には、当該訪問   

販売会社が研托よカ提携してりるクレジット会社を利用し怠ければ怒   

らず、これを分離して消費者が独自にクレジット会社を選択すること   

はせずあゎ冬凌い。  

ちれに反して、クレジット会社鱒、消費者の申込みを独自の調査に   

よカ諾否する権利を保留している。  

国 務晶販売契約は、クレジット会社の承認があってクレジット契約が   

成立したとき、完全に成立するものとされセいる。  

帥 クレジット会社が代金を訪問販売会社に支払うと商串の所有権はク   

レジット会社が持つことになる。  

励 しかるに、クレジット会社は、商品版売契約上のクレームをクレジ   

ット会社に対して主張でき夜いとするいわゆる抗弁権の切断（又は免   

責条貌）を定めている。  

本件の場合は、「商品の瑠痴、故障等につい▼ては一切購入者と販売   

店との間で処理し、購入者はこれを理由に当社に対する支払を怠るこ   

とほないものとします。」とうたってある。  

しかし、この条項をセールスマンが消費者匹十分説明することは山   

場上期得できないし、又、実際殆んど説明はされてぃないと考えられ   

る。従って、消費者は単に商品代金の分割払としか考えていないこと   

にをるのも当然といえよう。   

以上のようなことを綜合すると、訪問販売とセットされたクレジット  

契約は、本来、訪問販売会社が独自の資本力を持つことなくして清用し  

うる販売拡張の手段として利用され、あわせて、クレジット会社におい  

ても顧客の獲得として歓迎してい寧ものであって、両契約は一体不可分  

の関係にあるものである。然るに、契約構成上は」〔訪問販売会社と消  

費者間の商品版売契約〕と〔消費者とクレジット会社間のクレジット契  
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約〕に分触暮れてしせっている。  

これによって、訪問販売会社とクレジット会社は、ともに前記販売拡   

張及び資金供給の目的を達した上に、さらに商品版売契約上のクレーム   

によって販売代金の支払を停止まれる不利益を回避できるわけである。   

一方、ひと少消費者のみが、クレジット会社．ないしクレジットの条件を   

選択できないとか商品版売契約上のクレームをクレアット会社に主張で   

きない等の不利な立場匠立たされているものである。  

③ そこで、この間題について鱒、以下のような基本的観点を明確にして、   

これに対処すべきヤあろう。   

研 商品版売契約とクレジット契約は分離しているとみるべきではなく、  

一体不可分の関係にあるとみるぺきである。  

（イ）従って、前項⑧の拗で言及した抗弁権の切断托関する条項の効力を  

そのせま認めることは疑問である。その効力は、精々、昭和55年7月   

14日、通商産業省がその内容を有用と認めた全国信販協会作成の「個  

晶割賦購入あっせん契約標準約款（改訂案）」の定めるつぎのような  

条項の範囲内に止めるぁが妥当である。  

個晶割賦購入あっせん契約標準約款（改訂案）  

一級すい－   

8．（商品の環舵担保責任等）  

（1）商品の環疲故障等については、一切購入者と販売店との閥で   

処理し、購入者はこれを理由に当社に対する支払いを拒むこと   

は潅いものとしせす。  

但し、購入者において商品の瑞庇ぜたは商品引渡しの遅延が   

購入目的を遺することができない程度に重大であって、購入者   

がその状況を説明した書面（資料がある場合は資料添付のこと）   

を当社に浸出し、その状況が客観的に見て相当な場合にはこの・   

隈わでほあゎません。  

（2）前項服し事きの場合、当社は残存する立替私儀棒を商品の所  
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有権と共に表記販売店に譲渡するものとし、購入者は販売店と   

の間で支払義務の有無及び支払方法等につき協議するものとし   

購入者は前項但し審の支払拒絶理由が解消されるまでの間販売   

店に対する支払いを拒むことがで尊るものとします。  

（3）契約が購入者にとって商行為となる場合は、前第一項但し馨   

きの規定は適用されないものとします。  

（ウ）但し、上記改訂案によっても、この種のトラブルは必ずしも十分に   

解決されるとはいえなレ㍉通商産業省をはじめ関係当局が前記事情を   

十分に把握され、よ力強力な行政指導さらにほ立法措置によカ、訪問   

販売にぁけるクレジット契約のあゎ方について消費者の立場に立った   

解決を図られるよう要望したレ㍉  
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〔参  考  資  ■ 料〕・  

1．東京都消費者被害救済委員会等議経過  

回 数   開 催 日   零  議  内  容   

第1回  56年 3月27日  1．知事から付託暮れた個品割賦購入あっせん契  

（金）   

約（′ト学生用学習教材）における紛争事案忙つ  

いて審議  

2．委員会に上記紛争事舞の処理のため「あっせ  

ん部会」を設置  

0あっせん部会の構成（委員5名）  

部会長 清 水  誠（学識経験者委員）  

委 員 野 村 宏 治（ 〝  〝 ）  

〝   上 村 正 ニ（  〝  〝 ）  

〝   並 木  良（消 費 者要具）  

〝   渡 辺 和 実（事業者要具）   

第2回   

号   （木）   

材）における紛争事案のうち、申立人Aに係る  

事案についてあっせん部会の報告を受け内容等  

について審議  

2．あっせん部会からの．報告、提案を了承   
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2．あっせん部会審議経過  

回 数   開 催  日   審  議  内  容   

第1回  昭和56・年4月15日  
（水）   

（出席者）  

申立人の妻  E   

第2回  昭和56年5月15日  
（金）   

（出席者）  

B  社 

取締役顧問  官  

管理部課長代理  0  

0  社  

営業第三課長  H  

営業部管理課主任  Ⅰ   

第3回  昭和56年6月12日（金）   

窮5回  昭和56年7月25日（士）   

（金）   

あっせん内容等について審議  第4回  昭和56年7月17日（金）  

窮÷6回  昭和56年9月11日     相手方両名から事情聴取（第2回）  

（出席者）  

C  社 束帯軍社長   J  

同  営業第三課長  H  

同  顧問弁護士  K  

B  社 管理部課長代理  0   

第7回  昭和56年9月26日  
（土）   

2．紛争当事者あっせん案に合意  

3．あっせん部会委員の立食いのもとに紛争当  

尊者協定啓に調印   
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回 数   開 催 日   審  議  内  容   

第7回  昭和56年 9月26日   （出席者）  

申立人の妻  丑  

B  社  

管理部課長代理  G  

0  社  

東京支社長  J  

営業第三課長  H  

顧問弁護士  K   
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3．東京都消費者被害救済委員会名簿  

◎ 会長   （⊃ 会長代理  

氏  名   現  職   今 回 の  
あっせん部会   

学  
◎高 柳 信 一  東京大学社会科学研究所教授（行政法）  

識  誠  東京都立大学法学部長（民法）   部 会 長  
経  
験  正 田  彬  慶応義塾大学産業研究所数段（経済法）  
者  
委  野 村 安 治  弁藩士（第一東京弁護士会所属）   委  員  

貝  
上 村 正 ニ  弁護士（東京弁護士会所属）   委  員   

消  中 村 紀 伊  主婦連合金副会長  
費  
者  並 木  良  東京都地域婦人団体連盟副会長   委  員  
委  
具  和歌森 玉 枝  東京都地域消受者団体連絡会中央委員  

拳  渡 辺 和 実  東京都商工会議所国民生活委員会委員長  委  員  
業  
者  菅 谷 換 道  東京都中′j、企集団体中央会専務理容  
委  
鼻  田 村 市 郎  東京都商工会連合会専務理事  

く参 考＞   

部 会（3部会）  

0あっせん部会・・t‥・事件どとに会長の指名する学識経験者、消費者、事業者  

の三者委員をもって構成  

0調 停 部仁会。…‥学級経験者委員会鼻をもって構成   

。訴訟援助部会……学識経験者委員全員をもって構成  
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